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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期
第１四半期
累計期間

第41期
第１四半期
累計期間

第40期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

営業収益

（うち受取手数料）（千円）

2,146,682

(2,049,101)

1,089,435

(1,071,058)

8,055,480

(7,659,882)

経常利益又は経常損失（△）（千

円）
761,737△732,6901,749,498

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）

（千円）

429,398△478,382 923,456

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 2,693,1502,693,1502,693,150

発行済株式総数（千株） 16,227 16,227 16,227

純資産額（千円） 8,479,2848,177,3948,967,922

総資産額（千円） 40,095,85142,337,09341,087,527

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

27.76 △30.97 59.73

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 20.00

自己資本比率（％） 21.1 19.3 21.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、当社には従来から関係会社はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、震災やタイの洪水による被害からの復興を中心に設備投資需要が

回復し、個人消費も堅調に推移するなど、緩やかな回復傾向を示しました。しかしながら、欧州債務危機はいまだ解

決の兆しが見えず、その影響を大きく受ける中国は景気減速感を強め、他の新興国の景気減速感も否めない中、米国

経済も明確な景気回復の兆しを見せることができず、わが国の景気動向も決して楽観できない状況にあります。

このような経済情勢の中、株式市場は３月においては震災後の高値をつけるなど好調な推移を示していました

が、４月以降は下落に転じ６月には日経平均が8,500円を割り込むなど、景気の先行きを懸念する動きを示すことと

なりました。

為替市場におきましては欧州の経済情勢の悪化や米国の景気回復の遅れなどに伴い、円は米ドル、ユーロに対し

強含みとなり、更に他の通貨に対しても円高基調で推移しました。

また、金市場におきましては昨年夏にＮＹ市場で史上最高値をつけた後は米国のＱＥ３見送り等を反映し調整局

面が続くこととなりました。

当商品先物業界におきましては、こういった金市場の動きを反映し取引高は低迷することとなり取引高は前年同

期比17.6％減の12,900千枚となりました。

当社におきましても、このような背景のもと取引が伸び悩み取引高は前年同期比47.2％減の140千枚にとどまり

ました。

外国為替事業におきましても、一方的な円高への動きは収まりつつあるものの、米国、欧州など世界的に金利が低

水準で推移する中で、外国通貨の上昇機運が生じることもなく、為替取引は低迷を余儀なくされました。

販売費及び一般管理費におきましてはテレビＣＭや経済番組の提供等、積極的な広告活動により販売促進費は増

加しましたが、その他の経費の削減に努めた結果前年同期比1.5％減と抑制することができました。ただ、裁判判決

等によりほぼ回収が確実視されております約450百万円の委託者未収金につきましては、回収時期が遅れることと

なったため貸倒引当金戻入益の計上を行わず、営業外収益は想定した額を計上することができませんでした。尚、対

象債権については貸倒引当金を全額設定しております。

この結果、当第１四半期累計期間における営業収益は1,089百万円(前年同期比49.3％減)、営業損失は572百万円

(前年同期は458百万円の利益)、経常損失は732百万円(前年同期は761百万円の利益)、四半期純損失は478百万円(前

年同期は429百万円の利益)となりました。

なお、当社は、商品先物取引関連事業を主業務とする投資・金融サービス事業の単一セグメントのため、セグメン

ト情報は記載しておりません。

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（３）研究開発活動

該当事項はありません。
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（４）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社を取巻く事業環境は、当商品先物業界において、平成17年５月に改正商品取引所法、同年７月には改正金融先

物取引法が施行され、制度やルールが大幅に変更され、規制強化の方向が打ち出されました。さらに商品先物取引業

における平成19年９月施行の改正商品取引所法、外国為替証拠金取引における平成19年９月施行の金融商品取引法

等によりその方向性は明確となりまた、平成23年１月施行の商品先物取引法においては、不招請勧誘の禁止等が導

入されるなど、さらなる規制が課せられることとなりました。。

当社といたしましては、これらの状況を踏まえて、コンプライアンス重視の基盤を再構築すると共に、お客様満足

度の向上、お客様サービスのさらなる充実、お客様のニーズへの的確かつ積極的な対応を図っており「お客様から

選ばれる企業」をめざして経営体制の一層の強化に努めてまいります。

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ1,249百万円増加し、42,337百万円となりまし

た。

これは主に委託者差金が5,866百万円増加し、差入保証金が3,070百万円減少したこと等によるものです。

また、負債につきましては、前事業年度末に比べ2,040百万円増加し、34,159百万円となりました。

これは主に預り証拠金が2,137百万円増加したこと等によるものです。

純資産は、前事業年度末に比べ790百万円減少し、8,177百万円となりました。

これは主に四半期純損失を478百万円計上し、配当金を308百万円支払ったこと等によるものです。

（６）経営者の問題意識と今後の方針について

当社の経営陣は、商品先物ビジネスの環境変化を踏え、強固な経営体制の構築は不可欠であり、経営の効率化とコ

ンプライアンスの一層の徹底が必要と考えております。特に財務の健全化と効率的な資本活動をめざし、各部署が

内外共に信頼と信用を確保できる環境を整え各種規程を整備しそれらを適正に適用出来る管理体制を構築するこ

とで、金融サービス業として環境の変化に即対応できる社内体制の整備をいたします。今後は多様化する金融総合

サービス時代に的確に応え、お客様をよく理解し、個々のニーズにあわせた大胆で新しく柔軟な金融商品を提供し

てまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,128,000

計 50,128,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,227,207 16,227,207

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 16,227,207 16,227,207 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
- 16,227,207 - 2,693,150 - 2,629,570

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在
区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

779,900
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

15,446,200
154,462 －

単元未満株式
普通株式

1,107
－ －

発行済株式総数 16,227,207 － －

総株主の議決権 － 154,462 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権の数20個）が含まれ

ております。

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

第一商品株式会社
東京都渋谷区神泉町９

番１号
779,900 － 779,900 4.80

計 － 779,900 － 779,900 4.80

　（注）　当第１四半期中に取得した自己株式数は10,000株で、当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は789,900

株であります。
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の移動は、次のとおりであります。

（１）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日
取締役 営業社員教育担当 中島　秀男 平成24年７月２日

（２）役職の移動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日
取締役 副会長 代表取締役 社長 落岩　邦俊 平成24年７月２日
代表取締役 社長 代表取締役 副社長対外担当 土肥　章 平成24年７月２日
代表取締役
専務

営業総合本部長 常務取締役 営業総合本部長 山中　教史 平成24年７月２日

常務取締役 業務本部長 常務取締役 総務本部担当 木下　七郎 平成24年７月２日

取締役 第一営業本部長 取締役
営業総合本部副
本部長

菅原　光一 平成24年７月２日

取締役 第二営業本部長 取締役
営業総合本部副
本部長兼大阪第
二支店長

當野　忍 平成24年７月２日

取締役 名古屋支店長 取締役
営業総合本部副
本部長兼日本橋
支店長

鈴村　建直 平成24年７月２日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。）に基づいて作成しております。

商品先物取引業の固有の事項につきましては、日本商品先物取引協会が定めた「商品先物取引業における金融商品

取引法に基づく開示の内容について」及び「商品先物取引業統一経理基準」に準拠して作成しております。   

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成24年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、海南監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,643,630 10,118,327

受取手形及び売掛金 68,809 108,482

委託者未収金 184,092 250,744

商品 623,364 557,389

保管有価証券 4,435,504 4,268,391

差入保証金 11,867,282 8,797,179

委託者差金 5,530,601 11,397,393

外国為替取引預け金 879,959 1,851,363

その他 1,128,724 1,445,016

貸倒引当金 △6,919 △6,799

流動資産合計 37,355,051 38,787,487

固定資産

有形固定資産 576,814 574,939

無形固定資産 83,772 103,118

投資その他の資産

投資有価証券 85,989 86,778

固定化営業債権 2,272,796 2,249,477

破産更生債権等 1,383,575 1,383,575

その他 1,918,713 1,890,304

貸倒引当金 △2,589,186 △2,738,586

投資その他の資産合計 3,071,888 2,871,548

固定資産合計 3,732,475 3,549,606

資産合計 41,087,527 42,337,093
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 145,134 158,751

未払法人税等 34,200 7,532

賞与引当金 83,494 35,719

役員賞与引当金 30,000 8,000

預り証拠金 26,311,978 28,449,751

預り証拠金代用有価証券 4,435,504 4,268,391

その他 653,209 838,231

流動負債合計 31,693,523 33,766,378

固定負債

退職給付引当金 389,971 369,242

その他 6,018 2,863

固定負債合計 395,990 372,106

特別法上の準備金

商品取引責任準備金 30,091 21,214

特別法上の準備金合計 30,091 21,214

負債合計 32,119,604 34,159,698

純資産の部

株主資本

資本金 2,693,150 2,693,150

資本剰余金 2,672,071 2,672,071

利益剰余金 3,841,434 3,054,106

自己株式 △242,248 △245,957

株主資本合計 8,964,407 8,173,371

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,514 4,022

評価・換算差額等合計 3,514 4,022

純資産合計 8,967,922 8,177,394

負債純資産合計 41,087,527 42,337,093
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

営業収益

受取手数料 2,049,101 1,071,058

売買損益 55,605 △31,032

その他 41,975 49,408

営業収益合計 2,146,682 1,089,435

営業費用 1,688,176 1,662,299

営業利益又は営業損失（△） 458,506 △572,864

営業外収益

受取利息 166 293

受取配当金 625 900

貸倒引当金戻入額 319,719 9,896

為替差益 1,679 －

償却債権取立益 1,480 －

倉荷証券保管料 2,269 4,370

その他 1,081 1,575

営業外収益合計 327,023 17,036

営業外費用

支払利息 269 163

為替差損 － 6,418

貸倒引当金繰入額 － 170,237

取引所清算費用 23,495 －

その他 27 42

営業外費用合計 23,791 176,862

経常利益又は経常損失（△） 761,737 △732,690

特別利益

固定資産売却益 － 103

商品取引責任準備金戻入額 95,941 44,335

特別利益合計 95,941 44,439

特別損失

固定資産除売却損 － 34,618

商品取引責任準備金繰入額 79,537 35,458

投資有価証券評価損 7,497 －

特別損失合計 87,035 70,076

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 770,644 △758,327

法人税、住民税及び事業税 26,219 5,430

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税
額

－ 663

法人税等調整額 315,025 △286,039

法人税等合計 341,245 △279,945

四半期純利益又は四半期純損失（△） 429,398 △478,382
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【会計方針の変更等】

　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当第１四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

（減価償却方法の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間の営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失はそれぞれ

781千円減少しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

該当事項はありません。

（四半期損益計算書関係）

該当事項はありません。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

減価償却費 12,431千円 16,497千円

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 154,698 10平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 308,945 20平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

 

（金融商品関係）

委託者差金が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変

動が認められます。

前事業年度（平成24年３月31日）

科目
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

　　委託者差金 5,530,601 5,530,601 －

　

当第１四半期会計期間（平成24年６月30日）

科目
四半期貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

　　委託者差金 11,397,393 11,397,393 －

（注）　金融商品の時価の算定方法

委託者差金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額と

しております。
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（有価証券関係）

著しい変動がないため記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

著しい変動がないため記載を省略しております。

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自平成24年

４月１日　至平成24年６月30日）　

当社は、商品先物取引関連事業を主業務とする投資・金融サービス事業の単一セグメントであるため、記載を

省略しております。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
27円76銭 △30円97銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
429,398 △478,382

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
429,398 △478,382

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,466 15,445

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成24年６月末において、商品先物取引の受託に関し、委託者と係争中が38件あり、このうち当社を被告とする

損害賠償請求件数が32件（請求額1,497,901千円）、当社が原告となる帳尻立替金請求件数が６件（請求額

750,495千円）となっております。

また、外国為替証拠金取引に関しては、当社を被告とする損害賠償請求件数が２件（請求額30,721千円）となっ

ております。

損害賠償請求に係る訴訟に対して、当社は不法行為がなかったことを主張しておりますが、いずれも現在手続き

が進行中であり、現時点で結果を予想することは困難であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年８月13日

第一商品株式会社

取締役会　御中

海南監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山形　章　　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 仁戸田　学　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第一商品株式会社

の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第41期事業年度の第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、第一商品株式会社の平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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